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県下の施設面積は、平成１２年の調査では、ガラス温室32ha（野菜12ha、花き20ha）およびハウ

ス 171ha（野菜 141ha、花き24ha、果樹６ha）にのぼっている。

農家１戸当たりの施設土壌は比較的小面積であり、作物に必要な養分を与えることや物理性を改

善することは、これによる生産性の向上程度からみて困難ではない。しかし、降雨の影響を受けな

いため施肥が過剰となりやすく、また、養分のバランスを保つことも簡単ではない。

施設土壌における土づくりとは、各要素を作目にとって好適な範囲に保つことである。

１）土壌改良

(１)有機物の施用

野菜（特に果菜類）および花きでは、２～４ｔ／年・1,000 ㎡の完熟たい肥施用を基準にするが

作目、品種、作型等によって増減する。積極的に土づくりすべき時期なのか、現状の土壌状態を維

持する時期なのかも考慮し適正な施用に心がける。

たい肥にも窒素、カリ等が含まれており、多量に施用する場合には無視できない量になる。たい

肥の養分を把握した上で施用すべきである。特に、カリ過剰になっている施設が多いことから、カ

リ含有量の少ないたい肥を選択したい。

また、施設土壌は常に高い生産性を維持するものであり、有機物はできるだけ完熟したものを施

用する。そのためにはたい肥舎を設け、切返しを行って充分に発酵させるように努める。

(２)土壌改良資材の施用

ゼオライトやパ－ライト、木炭等の無機質資材の施用も効果的である。土づくりの初期や適正な

有機質の入手が困難な場合などにこれらの資材を利用するとよい（Ⅱ. 土づくり技術対策～総論～

２．土壌改良に使われる主な資材の項参照）。

２）塩類等の集積対策

(１)土壌分析

施設における土づくりは土壌の好適範囲の維持であり、そのためには土壌の状態を把握した上で

対策を行わなければならない。できれば、作ごとに土壌養分分析を実施し、過剰施用にならないこ

とはもちろんであるが、好適な塩基バランスを崩さないことが重要である。

ア.ＥＣ値
Ｅ Ｃ 値 基肥施用判断

ＥＣ値の測定は比較的簡単であり、手軽に行える土壌
０.３以下 普通量
０.３～０.５ 普通量～普通量 2/3診断の一つである。土壌の全塩類濃度が推測でき、基肥
０.５～１.０ 普通量の1/3～1/2
１.０～１.５ 普通量の1/3以下施用量の判断等に活用できる。
１.５～２.０ 無施用
２.０以上 除塩必要ＥＣ値は硝酸イオンとの相関が高いので、土壌中の窒

素量の推定にも活用できる。しかし、相関の傾きは土壌によって異なり、また、硝酸イオンよりも

硫酸イオンの影響を受けているとの報告もあるので、ＥＣ値の判断基準を施設ごとにつかんでおく



必要がある。土壌診断時にＥＣ値と硝酸態窒素を測定し、相関の傾きをおさえておく。近年、小型

反射光度計やコンパクト硝酸イオンメ－タ－、硝酸試験紙が市販されており、簡易に、かつ正確に

硝酸態窒素を定量できるようになっている。活用したい道具である。

イ.ｐＨ

土壌中の養分はｐＨによって可給態あるいは不可給態になり、作物に対する利用度が異なる。

特に高ｐＨではモリブデン以外の微量要素の溶解度が低下するため、微量要素欠乏症が発生しや

すくなる。５.５～６.５の範囲であればほぼ問題がない。

土壌診断に際しては、ｐＨ値だけでカルシウム施用量を判断せず、化学肥料を施用するとｐＨが

低下することから基肥施用の有無や土壌中のＣａＯ含有量など、総合的に判断すべきである。

ウ.養分バランス

養分バランスが大きく崩れると、拮抗作用等により養分欠乏症がでることがある（拮抗作用とは、

ある特定の要素が土壌中に多い場合、作物はその要素を過剰に吸収するため単数あるいは複数の特

定の他の要素を吸収利用できなくなることを言う。

表Ⅲ-3-1に示した好適な塩基バランスを維持することが重要である。特に、カルシウム過剰によ

るマグネシウム欠乏（Ca／Mgの当量比10以上；CaO／MgO重量比では14以上）やカリ過剰によるマグ

ネシウム欠乏（Mg／Ｋの当量比２以下；MgO／K Oの重量比では0.85以下）などが起こりやすい。２

微量要素についてはたい肥や有機質肥料などを施用していれば土壌中に欠乏することは少ないが、

拮抗作用や土壌条件により欠乏症が出ることがある。極端な施肥を避け、また、湿害、乾燥になら

ないようにかん水装置の点検等に留意する。

（影響を及ぼす成分）

Ｎ Ｐ Ｋ Ca Mg Fe Mn Zn Cu Si Ｂ

Ｎ ○

（

植 Ｐ × ○ ◎ × × × ○ ◎：特によく助け合う

物 Ｋ × × × ○ ○ ○ ○：助ける

に Ca × ○ × × × ○ △：やゝ助ける

吸 Mg ◎ × △ ○ ×：拮抗する

収 Fe × ○ × × × ×

さ Mn ○ △ ○ × △ △ △ ※ 表の見方：

れ Zn △ × △ × △ 横に見て、Ｎが植物に吸収される

る Cu × × ○ × × ○ ○ のはＰによって助けられる。

成 Si ○ ○ 縦に見て、ＮはMn、Znが吸収され

分 Ｂ × × × るのを助け、Ｋ、Ca、Cu、Ｂ、Mo

Mo × ○ ○ × × × × が吸収されるのを抑える。

）

図Ⅲ-4-1 土壌中の共存イオンの関係（農作物の施肥基準 愛知県 1992 一部加筆 ）



(２)適正な施肥

ア.適正な肥料の選択

施設栽培では集約型の多肥栽培が繰り返されるため、多量投入される化学肥料に起因して、塩類

集積や酸性化といった、いわゆる化学的ストレスを受けることが多い。特に問題になるのが、ＳＯ

、Ｃｌ である。硫安、過リン酸石灰、塩化カリ、硫酸カリといった化学肥料を使い続けると集４
２－ －

積しやすい。

これに対し、硝安、リン酸カリ、硝酸カリなどに由来する肥料では、施肥分を吸収してしまうた

め、高ＥＣや低ｐＨなどのストレスを低く抑えることができる（ノンストレス型施肥）。

基肥では有機肥料の利用が多いが、追肥は化学肥料である場合が多いと思われる。養液栽培で利

用される肥料を追肥として利用するのが理想であるが、それらに準じる水溶性肥料が市販されてお

り、利用も検討するとよい。

イ.適正な施用時期と方法

基肥は定植の５～７日前に施用し、畦立て後、定植に適する土壌水分に調整しておく。

施設では長期にわたって収穫される品目が多く、生育に応じた施肥（追肥）が必要である。液肥

をかん水と併せて施用する方法、粒状肥料を畦の上や肩に施す方法、液肥を圧力をかけて土中に潅

注する等の方法がある。

一度の施用量を少なく、小分けに施用するのがよい（窒素成分で 0.5～1.5kg／1,000㎡・回）。

(３)塩類等の集積対策

塩類の集積がすすみ、ＥＣ ２.０（ms／cm）以上になると除塩を検討しなければならない。除塩

の方法には、天地返し、クリ－ニングクロップの栽培、表層土の交換、湛水除塩等がある。但し、

湛水除塩は処理水をそのまま外部へ流すなど環境への負荷が大きいため、できる限りこれ以外の対

策を実施する。

ア.天地返し

上層に集積した塩類を深層に入れ、耕土の塩類濃度を下げるもので、トレンチャ－や小型パワ－

ショベル等を使って行う。施設からの持ち出しにはならないが、深耕によって水の縦浸透がよくな

り、多量かん水したときに下層まで水が動くので、作物に好影響を与える。

イ.クリ－ニングクロップの栽培 表Ⅲ-4-1 青刈生草１ｔが吸収する

吸肥力の旺盛な作物を休閑期に栽培し、過 ３要素 (kg)

剰な養分を持ち出す方法である。同時に、旺 クリ－ニングクロップ 窒素 リン酸 カリ

盛な根の伸長によって、根圏の通気性等の改 トウモロコシ ２.０ ０.７ ４.５
ソルゴ－ ２.０ ０.８ ４.０

善も期待できる。トウモロコシの生草を７ｔ イタリアンライグラス ３.５ １.５ ６.０
カ ブ ２.０ １.３ ３.０

生産すれば、Ｎ、Ｐ、Ｋそれぞれ、14kg、

4.9kg、31.5kg吸収させることができる。青刈した作物は施設からは持ち出して、畑作等の有機物補



給に利用するのが望ましい。施設内にすき込んでしまうと、一部の窒素は有機化して濃度が下がる

ものの、カリは有機物の分解と共に無機化して放出されるので、除塩の効果が小さい。

なお、夏季でも２カ月程度は生育させなければ集積成分が充分に吸収されない。

表Ⅲ-4-2 青刈作物の生育量と養分吸収量（10ａ当り）（松沢ら1984年）

種 類 生育量(t) 養分吸収量(kg)

生重 乾重 Ｎ Ｐ Ｏ Ｋ Ｏ２ ５ ２

トウモロコシ 5～7 0.8～1.4 20～30 3～4 50～90

ソルガム 5～7 1.0～1.3 20前後 3～5 30～70

シコクビエ 5～7 0.6～1.0 10～25 1～3 30～50

エンバク 3～6 0.45～0.75 10～20 2～4 20～50

ライムギ 3～4.5 0.5～0.6 10～20 2～4 30～40

イタリアン

ライグラス 3～6 0.4～0.6 10～20 1～4 20～40

ウ.表層土の交換

夏季に施設を乾燥させると表土近くに塩類が集積するので、表土を５cmほど削りとり、水田土壌

や購入土などと入れ換える方法である。

パイプハウスを移動するのも耕土の交換に相当し、労力はかかるが確実な方法である。一時期だ

け天井を張らずに露地栽培として利用するのも効果的である。

３）ガス害対策

施設におけるガス害は、加温機の故障などが原因となるものと肥料によるものがある。油粕など

の有機質肥料やアンモニア肥料は、土壌中で硝酸化成菌の働きによって、アンモニア→亜硝酸→硝

酸に変化する。

(１)アンモニアガス害

地温が高いときは速やかに硝酸化成が行われるが、次の場合にはアンモニアから亜硝酸への進行

が抑制され、アンモニアが集積する。

①アンモニア肥料が多い、②土壌消毒が行われた、③土壌ｐＨがアルカリ性である、④地温が低

い、⑤土壌水分が多い

表層に当該肥料が集積するとアンモニアガスとして揮発する。また、表層にアンモニア肥料を追

肥したときに、表層がアルカリであれば起こりうる。

(２)亜硝酸ガス害

土中で集積したアンモニアは徐々に亜硝酸になるが、硝酸への変化はわずかずつである。亜硝酸

が根から吸収され、中毒症状を現すことがある。

次の条件の時、亜硝酸ガスとなって揮散する。

①土壌ｐＨが酸性になったとき。硝酸が次第に集積してくると土壌は酸性になり、亜硝酸ガスが

揮散する。



②アンモニア態窒素が乾土100ｇ中に50mg以上含まれると発生する。

③気象条件として、曇雨天の低気圧が通過したときに揮散しやすい。

以上の点から、追肥には液肥が望ましく、また、低温時にはアンモニアは根を傷めることがある

ので硝酸態窒素がよい。

地温が低い時期は施設を閉め切ることが多く、露滴のｐＨを調べることにより、ガスの発生を調

べることができる。その結果に対し、換気によりガス濃度を下げる、土壌の表層へ石灰分を施用し

てｐＨ6.0以上にする、等の対策を行う。

表Ⅲ-4-3 ガス害に対するハウス露滴ｐＨによる判定（高知農技研）

露滴ｐＨ 判 定

7.0 以上 アンモニアガスの方が優勢に発生している．

7.0～6.2 ガスの発生がないか、または亜硝酸ガスとアンモニアガスがほぼ同量に発生して

いる．被害はない．

6.2～5.6 亜硝酸ガスの方が優勢に発生している．警戒態勢に入る．

5.6～4.6 作物の抵抗性が弱い場合に亜硝酸ガスの障害を出す恐れあり．ｐＨ5.6になれば

ガス発生防止対策を実施する．

4.6 以下 ほとんどの場合、亜硝酸ガスの障害を出す恐れあり．

４）土壌病害虫対策と施肥

連作障害の原因の大部分が土壌伝染性の病害虫の高密度化によることが明らかにされている。耕

種的（回避的）対策として、抵抗性品種、接ぎ木、輪作等があり、土壌消毒（除去的）方法として、

蒸気消毒、太陽熱利用による消毒、薬剤による消毒がある。

(１)太陽熱利用による土壌消毒（ハウス密閉処理法）

①梅雨明け～８月中旬の、最も暑い時期が効果的である（20～30日間）。

②稲わらを細かく切り、１ｔ／1,000 ㎡施用する。たい肥、もみ殻、緑肥作物でもよい。

③石灰窒素を50～100kg／1,000㎡施用する。石灰窒素は窒素分が20％あり、次作の基肥等を考慮

して、施用量を判断する。

④わらをなるべく深くすき込み、表面積を多くして熱が伝わりやすくするため畦立てする。畦幅

60～70cm、高さ20～30cm。

⑤透明フィルムで、完全に被覆（マルチ）する。フィルムの材質は問わない。

⑥畦間に一時湛水する。

⑦ハウスを締め切る。破損箇所も修理し、完全密閉し、20～30日間放置する。

施設内の計器類やカ－テンは熱で傷む恐れがあるので、取り外すのが望ましい。

(２)薬剤による消毒について

薬剤による処理において、施肥の観点からは、次の点に注意しなければならない。



①土壌病原菌は土壌中だけでなく、根や残菜などの中に生息している。これら菌密度の高い作物

残渣を処理前に持ち出す。

②薬剤がアルカリ性肥料や消石灰などを処理前に施すと害が出ることがある。ガス抜き後に施用

する（表Ⅲ-4-5参照）。

③消毒前に家畜ふんたい肥を施用するとアンモニアが増加集積するので、消毒後に施用する（完

熟たい肥が望ましい）。

④消毒土壌では基肥を20～30％減量し、基肥窒素のうち30％を硝酸態窒素で施用する。

⑤臭化メチルはオゾン層破壊が指摘され、２００５年全廃になるので使用しない。

表Ⅲ-4-4 主な土壌処理薬剤と施肥

薬 剤 名 注意書き（説明書から抜粋）

クロルピクリンくん蒸剤 アルカリ性肥料、特に消石灰などの肥料はガス抜き後に

施用する（薬害）。

ﾒﾁﾙｲｿﾁｵｼｱﾈ-ﾄ油剤 施肥（特にたい肥やアルカリ性肥料）は充分ガス抜きを

してから行う。

ダゾメット粉粒剤 肥料、土壌改良剤は、処理１カ月前からガス抜き終了ま

での間使わない。

(３)土壌センチュウ対抗作物

殺線虫剤の連用により土壌中の天敵微生物まで減少させ、有害センチュウが短期間のうちに元の

密度に戻ってしまう「リサ－ジェンス現象」を起こしてしまうことも多い。適正な薬剤のロ－テ－

ション利用が必要である。

耕種的対策として、センチュウ対抗植物の導入がある。収入が減る、休閑期間が短いなどの理由

により導入され難いが、センチュウを抑えることと兼ねて緑肥投入や根群による通気性の改善等、

土づくりも図れる。

環境調和型農業が叫ばれる状況下で、積極的に作付体系に組み入れることにより健全な根圏土壌

の形成をすすめ、高品質安定生産の継続が期待できる。

ハウス内でのすき込みは、後作の半月以上前に行うことが必要である。

主な対抗作物 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 10月 対象センチュウ

クロタラリア ○------------□ すき込み ｻﾂﾏｲﾓﾈｺﾌﾞｾﾝﾁｭｳ

播種 ○----------□

ギニヤグラス ○-----------□ ｻﾂﾏｲﾓﾈｸﾞｻﾚｾﾝﾁｭｳ

（ナツカゼ） ○-------------□ ｼﾞｬﾜ、ｷﾀﾈｸﾞｻﾚｾﾝﾁｭｳ

図Ⅲ-4-2 ハウスでの主なセンチュウ対抗作物の栽培体系



表Ⅲ-4-5 症状から予想される要素欠乏・過剰症とその類似症

（野菜を中心にとりまとめた 渡辺和彦 1984 ）







表Ⅲ-4-6 要素欠乏過剰の応急対策（農作物の施肥基準 愛知県 1992 ）


